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１．はじめに 

地球温暖化が社会問題となっている今、当社において

も、ＣＯ２削減に向けてエネルギー利用の効率化や発電効

率の向上などさまざまな取組みを進めている。一方で、

設備メンテナンスに伴うＣＯ２排出量については、個々の

材料や作業内容ごとの詳細な分析がこれまで実施されて

いないため、あまり把握できていないのが現状である。 
そこで、詳細なＣＯ２排出量を把握するため、設備部門

のＬＣＡを実施していくこととし、本研究では最も規模

の大きい軌道メンテナンスについて評価を行った。 
 

２．本研究におけるＬＣＡ手法 

ＬＣＡには、一般的に積上げ法と産業連関分析法の２

つの手法がある。軌道メンテナンスのＬＣＡを行うにあ

たり、レール等のリサイクル及びリユースを考慮する必

要があるため、本研究では積上げ法をベースとした「摂

動法を用いた感度分析手法」により評価を行うこととし

た。なお、本研究における「感度」とは、プロセスごと

の材料等の変化量に対する環境負荷総量の変化量と定義

する。 
摂動法を用いた感度分析は、酒井 1)により開発された

手法で、構造物等の解析に用いられる有限要素法をＬＣ

Ａに応用した手法である。この手法は、一連のプロセス

を行列式により定式化 2)することで、リサイクル率や複

数の要素が変動する場合の感度評価を容易に行うことが

できるという特徴を有している。また、汎用ソフト「Ｅ

ＭＬＣＡ」が開発されており、Ｅｘｃｅｌベースでの分

析が可能である。本研究は、この手法及びソフトを開発

した東京大学との共同研究により実施した。 
 

３．評価手順 

本研究では、国際規格ＩＳＯ１４０４０（ライフサイ

クルアセスメント－原則及び枠組み）に基づき、以下の

３項目を実施した。 
 
 
 

・ 目的及び調査範囲の設定 
・ インベントリ分析 
・ 結果の解釈、感度分析 
3.1 目的及び調査範囲の設定 

本研究では、レール、まくらぎ、道床を中心とした軌

道メンテナンスにおける年間ＣＯ２排出量の評価に限定

することとし、軌道施設建設時の環境負荷については考

慮しないこととした。 
また、２００２～２００４年度の線区別平均ＭＴＴ※

施工周期を算出し、線路等級別の平均値に近い線区を代

表線区として選定した。なお、１級線については、首都

圏線区で導入が進められている省力化軌道によるＣＯ２

削減効果を検証するため、列車頻度のほぼ同一な２線区

を対象とし比較を行った（表１）。 
表１ 本研究における代表線区 

線級 線名 区間 記事 

山 手 線 品川～新宿～田端 省力化軌道
１ 
中央本線 吉祥寺～高尾  

２ 東北本線 石越～盛岡、八戸～青森  

３ 羽越本線 新津～酒田  

４ 水 郡 線 水戸～安積永盛  

3.2 インベントリ分析 

インベントリ分析にあたっては、はじめにメンテナン

スプロセスごとに作業、材料及びＣＯ２の出入りを特定し、

それぞれの関係を結び付けたＬＣＡ分析フロー（図１）

を作成した。 
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図１ ＬＣＡ分析フロー 
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次に、フローに必要なデータを収集した。鉄筋や軽油

など基本材料のプロセス及び原単位については、産業環

境管理協会のＪＬＣＡデータベースから、設備敷設数量

等は、設備管理台帳から収集した。また、メンテナンス

作業実績は２００２～２００４年の３年間の平均値を用

いた。これらのデータをプロセスごとにＥＭＬＣＡソフ

トに入力し、計算を行うことで評価を行った。 
 
４．評価結果 

線区別の年間ＣＯ２排出量は、メンテナンス作業量の多

い１級線から順にＣＯ２排出量が小さくなる結果となっ

た。また、山手線と中央本線との比較から、省力化軌道

敷設によりメンテナンス作業が削減されたため、ＣＯ２

排出量が削減されることが定量的に示された（図２）。 
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図２ 単位軌道延長あたり年間ＣＯ２排出量 

さらに、それぞれプロセスごとの内訳を見てみると、

レール製造のほか、ＭＴＴ軌道整備に関して排出量が大

きくなっており、軌道メンテナンスにおけるＣＯ２排出量

削減のためには、レール交換やＭＴＴ軌道整備作業など

を減少させる方策が有効であると言える（図３）。 
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図３ プロセス別ＣＯ２排出量構成比率（１級線・４級線の例） 

また、本研究での評価結果を基に当社の軌道メンテナ

ンスにおける総排出量を試算した結果、年間ＣＯ２排出量

は約４万４千ｔになることが示された。この値は、１世

帯あたりの年間ＣＯ２排出量の約８千世帯分に相当する

ものの、当社の事業活動に伴うＣＯ２総排出量の１％程度

に相当する量である（表２）。 

 

表２ 軌道メンテナンス総排出量の試算 

線級代表値
（t／年･km）

線級総軌道延長
（km）

CO2排出量
（万t／年）

記事

5.03 1,956 0.98 山手線の値を準用

1 7.19 1,965 1.41 中央本線の値を使用

2 3.46 2,474 0.86

3 2.60 2,462 0.64

4 1.86 2,729 0.51
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５．感度の検証 

本研究で使用したＥＭＬＣＡソフトは、感度などさま

ざまな検証が容易であるという特徴を有している。今回、

各プロセスの削減量に対するＣＯ２排出量の割合を検証

した結果、レール交換が他のプロセスに比べてＣＯ２排出

量への寄与度が大きいことが示された（図４）。ＣＯ２排

出量の低減に向けては、排出量の絶対量だけでなく、感

度などについても考慮することが必要である。 
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図４ 各プロセスの削減量に対するＣＯ２排出量割合の検証 

 

６．おわりに 

本研究により、軌道メンテナンスにおける詳細なＣＯ２

排出量を把握することができた。今後は、他の設備分野

にも展開し、各分野で詳細なＣＯ２排出量が把握できる体

制とすることが必要である。また、ＬＣＡの結果から環

境負荷の大きいプロセスを特定し、環境負荷の軽減が期

待できる新たな設備・装置などの研究開発の一助として

いきたい。 
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※ＭＴＴ：マルチプルタイタンパー。道床をつき固める

ことにより軌道の変位を修正する機械のこと。 
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